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プロフィール

• 志手一哉（しでかずや） 芝浦工業大学建築学部建築学科・教授

• 1992-2013：（株）竹中工務店

• 施工管理７年、生産設計/IT推進４年、技術研究所１０年

• 2014-現在：芝浦工業大学

• 建築生産マネジメント、ファシリティマネジメント、Building Information Modeling（BIM）

• 博士（工学）、技術経営修士、一級建築士、認定ファシリティマネジャー

• 所属学協会

• 日本建築学会、建築情報学会、日本開発工学会（理事）

• 日本建築積算協会（理事）、日本ファシリティマネジメント協会

• 主な学外活動

• 国土交通省建築BIM推進会議学識委員、建築BIM環境整備部会部会長、他多数

• 主な著作

• 現代の建築プロジェクト・マネジメント（共著）

• 建築ものづくり論 -- Architecture as “Architecture”（共同執筆）、他
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本日の内容

• 現在の建設業界を取り巻く課題

• BIMを導入した手直し・手戻りの無いプロセスの実践

• プロジェクトの在り方を変えていく建設工事のオフサイト化

• 建設現場におけるDXエンジニアの育成

• まとめ
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現在の建設業界を取り巻く課題
「こうなることはずっと前からわかっていたはず」
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令和７年度建設投資見通し（名目値）

• 建築工事だけを抽出：住宅、非住宅、建築補修が1/3ずつ
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15～34歳 35～49歳 50～65歳 65歳以上 建設投資見通し（名目値）/就業者数

建設業就業者数と１人あたりの建設投資見通し（名目値）
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上昇傾向＆バブル超え

19%

30%

34%

17%



外国人労働者の動向
7

厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」、総務省「労働力調査」より作成

ヒューマンリソシア『建設2040年人材予測』による、
「建設技能労働者不足の予想」によれば、建設市場の
成長率が現状維持の「ベースライン」において、

労働生産性が2040年に2023年比で10％向上したとし
ても、2030年には22.3万人の不足、2040年には31.2万
人が不足（現状の1.5～2倍の外国人労働者に相当）

労働生産性が現状と変わらなけば2030年には31.8万人
の不足、2040年に53.3万人の不足（現状の2～3倍の外
国人労働者に相当）

建設技能労働者が必要な国は日本だけではない

生成AI｜Geminiで作成
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2024年問題：法定労働時間と時間外労働の上限規制

• 年間の法定労働時間は2,085時間（週40時間×52.14週）

• 時間外労働の上限は、週休2日で1日あたり2時間が原則

• 建設技能労働者も対象

8

2024年度国民経済計算（2020年基準・2008SNA）｜経済活動別の就業者数・雇用者数、労働時間数（年度）
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/2020/2020_kaku_top.html

時間外労働とは
1日8時間、週40時間を超える労働時間

1日8時間なら5日、1日7時間なら5.7日
対象は36協定の対象者（労働基準法上の「使
用者（個人事業主を含む）」は含まれない）

時間外労働の上限
月45時間、年間360時間

週休2日で1日あたり約2時間

「特別要項（通常予見することのできない業務量の大
幅な増加等に伴い臨時的に第三項の限度時間を超えて
労働させる必要がある場合）」の上限

年720時間以内、複数月平均80時間以内、
月100時間未満、年6か月
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建設技能労働者の賃金と建設コストにおける労務費

• 建設技能労働者は魅力的な収益を得られる職業になれるのか？
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労働賃金・公共工事設計労務単価の推移

公共工事設計労務単価

全国全職種平均値

1人日（円）

建設業

男性生産労働者

年間賃金支給額（千円）

日本建設業連合会「建設業デジタルハンドブック」のデータを使用
【労働賃金の推移】
1. 年間賃金総支給額＝決まって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
2. 調査対象は、事業所規模10人以上の事業所に雇用される常用の男性労働者
3. 労働者とは、生産労働者及び管理・事務・技術労働者
4. 建設業男性生産労働者の2020年以降の金額は、生産工程従事者、輸送・機械運転従事者、建設・採掘従事者の加重平均値
【公共工事設計労務単価の推移】
1. 金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和２年以降は令和２年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
2. 平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
資料出所： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、国土交通省「公共工事設計労務単価」
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レジリエンスへの対応

• レジリエンス（resilience）とは、困難や逆境に直面したときに立ち直る力、
またはその力を表す言葉
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12

建設ＤＸは何を解決してくれるのか

そもそもの目的は「幸せ」のためではないだろうか



建設業の「幸せ」をどうイメージするか
13

社会として

企業として

業界として

個人として

• 老朽公共施設・インフラの維持・更新

• 災害に対する強靭さ（レジリエンス）

• 地域密着建設会社の持続的経営

• 不急不要な再開発の抑制

• 新３Ｋ（給与・休暇・希望）の実現

• 多様な人材が楽しく仕事ができる

• 週休２日＆残業無しの工事発注

• 職能間における賃金格差の解消

• 建設現場での作業を少なくする

• やらなくて良い業務を無くす

• 多様な人材が活躍できる環境の構築

• 建設した構造物に責任を持つ

• デジタルスキル向上による無駄の排除

• オンラインを活用した生活の質向上

• 建設技能労働者のキャリアパス形成

• 同一賃金・同一労働・同一福利厚生



BIMの導入と働き方改革

14



建築生産プロセスに散在する「長時間化」の要因

• プロセス全体で手直し・手戻りを繰り返しながらものごとが進められていく

• 前のフェーズに立ち戻った手直し・手戻りも常態化

• 図面作成後にBIMモデルを作成し、干渉チェックして図面の手直し・手戻り

15

企画 基本計画 基本設計 実施設計 施工 引き渡し

設計与条件を
詰め切れない

構造、設備エ
ンジニア不在

サブコンや製
品が未確定

設計変更、VE
が多発

紙ベース書式
の竣工図書

コンサル的
サービス業務

干渉による修
正の繰り返し

サブコン確定
後の再設計

工事費清算の
攻防

運用

維持管理デー
タの再構築

設計情報を「清らかに流していく」ための体制が必要



ポイントは「情報の清流化」

• 現在の建築生産プロセスは、情報が行きつ戻りつすることによる、情報の
「滞留」「逆流」「濁り」が生じている。

• それらの原因である手戻りを無くす仕組みが必要。

16

改善すべきプロセス：もの決めのタイミング



情報を清流化する仕組み「ステージゲート」

• 論理的に最適な設計作業の並び順とキリ
の良い纏まりにグルーピング

• ゲートを通過するためのチェック項目項
目を定め、もの決め工程として共有

• チェックした項目は「確定」、それを次
のグループで変更することを「手戻り」

• 手戻りの原因者にはペナルティを課す

• グループ内の作業を完遂させるために
BIMによるコラボレーションを実施

S1
基本計画

S2
基本設計

S3
実施設計１

S4
実施設計２

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

タスクチームによ
り作業中の情報で、
他の誰かが閲覧や
アクセスができな
い。

他の適切なタスク
チーム、受託者、
発注者との共有の
ために承認された
情報

より詳細な設計、
建設、資産管理に
使用することを許
可された情報。

情報コンテナ構築
の監査証跡を記録
した、情報トラン
ザクションの履歴。



「ターゲットバリューデザイン（TVD）」へ

• 目標価値を設定し、バリューが最大化するように設計をマネジメント

• バリュー（価値）｜建設コスト、ライフサイクルコスト、CO2排出量など

設計の確度を向上

不整合の解消、施工性の確保

設計業務
エンジニアリング業務

プレコンストラクションマネジメント

企画・基本計画 基本設計 実施設計１ 施工

関係者間における、ターゲットバリューの共有とデジタルツールを使いこな
したコラボレーションでプロジェクトの価値を効率よく最大化する

ターゲットバリューの設定

実施設計２

SG SG SG SG SG

概算の自動化とマネジメント 明細見積は従来通り

要求性能設定 要求を満たす仕様の設定とシミュレーション 生産情報への変換と実装



楽するＢＩＭその１：「２Ｄ加筆をゼロにする」



楽するＢＩＭその２：「やらなくてよいことを止める」



楽するＢＩＭその３：「凝り過ぎない」



ＢＩＭデータの活用

• BIMは立体的なオブジェクトを組み上げて構築した建物情報

• オブジェクトのプロパティにデータを「検索」「追加」「更新」して、
様々な業務に役立てる

膨大な量のオブジェクトのデータを操作するには「構造化」が重要



構造化の基礎その１：「IFCプロパティセット」



Uniclassによる分類

EF_25  Wall and barrier elements
EF_25_30  Openings
EF_25_30_97  Windows

Ss_25  Wall and barrier systems
Ss_25_30  Door and window systems
Ss_25_30_95  Window and window walling systems
Ss_25_30_95_75  Sash window systems

IFCプロパティ：Pset_WindowCommon

• AcousticRating（遮音等級）

• FireRating（耐火等級）

• SecurityRating（安全等級）

• ThermalTransmittance（熱貫流率）

• IsExternal（外部か否か）

• Infiltration（隙間風の流量値）

• GlazingAreaFraction（ガラス率）

このオブジェクトを
どこに分類するか

このオブジェクトに
要求される性能

構造化の基礎その１：「分類」

Pr_25_71_33_97  Wired glass sheets（網入りガラス）
Pr_30_59_98_92  Unplasticized polyvinyl chloride (PVC-U) window units

（樹脂窓ユニット）
Pr_30_36_08_76  Sash locks（クレセント）
Pr_25_93_55_03  Aluminium sills（アルミ水切り）
Pr_30_31_76_78  Silicone glazing compounds and sealants

（ガラスコーキング）

要求性能を満たす
部品分類のセット
を割り当てる



生成ＡＩで作成した「ＩＦＣ窓情報一覧アプリ」
25



働き方改革を後押しする
建設工事のオフサイト化

26



27



日本におけるオフサイトコンストラクションの状況

• 建物を構成する「パーツ」の多くは工場で製作されている

• 源流は1990年代の「複合化工法」

28

パッケージ化されたサ
ブシステム

プレカット
プレ加工

モジュール化された
エレメントや空間

ボルメトリック
コンストラクション

• 木質材料
• 鉄筋
• 鉄骨
• LGS
• ボード

• 外装パネル
• ユニット家具
• ユニット配管
• ハーネス配線
• システム天井
• システム床組

• PCa-CW
• 架構式Pca
• 各種PC床板
• 鉄骨階段
• ユニットバス

• 空間



海外事例：ＰＣ版自動製作工場

• 年間2万枚の壁パネルを14人の作業員で製作

29

型枠解体 型枠清掃 型枠組立 メッシュ筋組立 メッシュ筋設置

トラス筋設置 コンクリート打設 蒸気養生 断熱フォーム切断 断熱フォーム張付け

Revit ＆Dynamoを駆使して製作＆スケジュールのデータを作成オランダ｜Voorbij Prefab社



国内事例：給水・給湯管のプレファブリケーション

• BIMソフトウエアで配管をモデリング、カットリストと組み立て図を作成

• 建設現場ではトータルステーションで支持材の位置出し

30

駅前組立工場にて社員がシフトを組んで配管ユニットを製作山口県｜カワトT.P.C.社



モジュール化とモジュラー化

• モジュール化 相互依存の強い要素をまとめること

• モジュール  ひとまとまりの要素群

• モジュラー化 モジュール間の相互依存性を低くすること

31

DfMA

コンプレックスな
アーキテクチャ

モジュラーな
アーキテクチャ

建設現場での取り付け作業をしやすくする「モジュラー化」
性能を担保できる「モジュール」の制作工場がBIMでオブジェクトを設計



異なる職種の資材をアセンブルしてユニットを制作

• 建物の部分をモジュール化し、モジュール
をＢＩＭオブジェクト化する

• ユニット間の接続部分を標準化

• 工事現場では、大型・重量ユニットをロ
ボットで取り付け

32



働き方改革と生産性向上の将来像
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情報の清流化



フロントローディングによる業務負担の軽減

• デジタル化により「やらなくても良い作業」を止めて

• 問題の発見と解決をやるべき時に行う

36



建設ＤＸによるワーク・ライフ・バランスの実現

• デジタル化は時間と場所の制約から技術者を開放させる手段である

37



オフサイト化で働き手の役割を進化させる

• 技能労働者から「デジタルエンジニア」へ

38



建設DXとオフサイト化は働き方改革の両輪

• 建設ＤＸはデジタルだけでなく「働き場所」を同時に考えることが重要

39



ご清聴をありがとうございました

40



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

改正建設業法等をはじめとする生産性向上策

国土交通省 不動産・建設経済局

令和８年７月
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１．建設業の現状

3



○建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.9%と高齢

化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。

出典：総務省「労働力調査」 （暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）をもとに国土交通省で作成※１※２

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※１ 平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値 ※２ グラフ上の数値は、記載単位未満の位で四捨五入してあるため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない）

建設業就業者の現状

（％）

＜就業者数ピーク＞ ＜建設投資ボトム＞ ＜最新＞

○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 478万人（R7）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 41万人（R7）

○技能者 ： 455万人（H9） → 331万人（H22） → 296万人（R7）
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建設業従事者数と全産業に占める割合の推移

技能者 技術者
管理的職業・事務従事者
その他 全産業に占める建設業従事者の割合

478
504

685
（万人）

32.8

36.6

17.0

11.9

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0

37.0

H
2

H
3

H
4

H
5

H
6

H
7

H
8

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30 R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

全産業（５５歳以上）

建設業（５５歳以上）
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建設業（２９歳以下）

建設業：５５歳以上は約４割

全産業（５５歳以上）

建設業：２９歳以下は約１割

全産業（２９歳以下）
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359 万円

465 万円

350

370

390

410

430

450

470

（参考）
全産業労働者(非正規除く）

545万円

（出典） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※年収額＝所定内給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

• R2以降は「生産労働者」の区分が廃止されたため、建設業の「建設・採掘従事者」、「生産工程従事者」、「輸送・機械運転従事者」を加重平均して
「生産労働者」の額を推計

年収額
（万円／年）

建設技能者の賃金の推移
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8
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１
月

２
月

３
月

４
月

（円／単位）

Ｈ形鋼 異形棒鋼
厚板 生コンクリート
セメント 型枠用合板
ストレートアスファルト 再生アスファルト合材
軽油（ローリー）

主要建設資材の価格推移

2026.4（5月号反映）

型枠用合板 （円／50枚）
2026年4月 ¥87,250    (+0.3%）

(2025年4月 ¥87,000)

生コンクリート （円／10㎥）
2026年4月 ¥237,000 (+14.5%)

(2025年4月 ¥207,000)

軽油 （円／kl）
2026年4月 ¥135,750 (+4.6%)

(2025年4月 ¥129,750)

異形棒鋼 （円／ｔ）
2026年4月 ¥109,000 (+2.3%)

(2025年4月 ¥106,500)

ストレートアスファルト (円／t)
2026年4月 ¥142,000 (+35.2%)

(2025年4月 ¥105,000)

再生ｱｽﾌｧﾙﾄ合材 (円／10t)
2026年4月 ¥115,500   (+14.9%)

(2025年4月 ¥100,500)

セメント (円／10t)
2026年4月 ¥179,000 (+12.6%)

(2025年4月 ¥159,000)

厚板 （円／t）
2026年4月 ¥130,500 (-4.4%)

(2025年4月 ¥136,500)

Ｈ形鋼 （円／ｔ）
2026年4月 ¥108,500 (-3.6%)

(2025年4月 ¥112,500)

価格推移（東京）

※ 「建設物価」と「積算資料」の平均価格を表示

出典：「建設物価」 （一般財団法人 建設物価調査会）、 「積算資料」 （一般財団法人 経済調査会）を基に国土交通省で作成

○ 2021年（令和３年）後半から原材料費の高騰やエネルギーコストの上昇等により、各建設資材価格が高騰。
○ 2023年以降は資材によって傾向は異なるものの、全体としては高止まりしており、2026年4月以降、中東情勢の影響により石油由来の資材が高騰。
○ 足元では、全国的に生コンクリート・セメントの騰勢が続いており、今後の状況を引き続き注視。

括弧内は前年同月比 6



建設産業における働き方の現状

33.8% 11.8% 43.0% 6.3%4.6%
0.4%

38.0% 11.7% 38.0% 7.0%
4.7%

0.6%

11.1% 11.1% 39.5% 19.8% 16.0% 2.5%

15.1% 17.0% 34.0% 20.8% 11.3%
1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
4週8休(週休2日)以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度 4週4休程度以下 不定休

25.8% 14.1% 39.0% 12.0% 8.5%
0.7%

21.2% 13.2% 43.4% 12.3% 9.3%
0.7%

出典：厚生労働省
「毎月勤労統計調査」

年度報より国土交通省作成

建設業について、
年 間 の 出 勤 日
数 は 全 産 業 と
比 べ て 10 日 多
い 。 ま た 、 年間
の総実労働時間
は全産業と比べ
て48時間長い。

出典：国土交通省「適正な工期設定による
働き方改革の推進に関する調査」
（令和６年８月６日公表）
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（年度）

産業別年間出勤日数
（日）

10日

調査産業計建設業 製造業

○厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者

建設業における平均的な休日の取得状況

公共工事の方が、「4週8休(週休2日)以上」の割合が高い

全体

公共工事
の受注が
ほとんど

民間工事
の受注が
ほとんど

技術者

技術者

技能者

技能者

技能者

技術者

「4週6休程度」が最多 技術者・技能者ともに４
週８休(週休２日)の確
保ができていない場合
が多い。

7

11日

月当たりの平均的な残業時間

（技能者）

４５時間以上：14.9%

（出典）適正な工期設定等による働き方改革の
推進に関する調査（令和５年度）,国土交通省

（技術者） 36.3% 28.0% 20.9% 6.3%

1.6%

0.1%

6.9%2023年度調査

（N=896）

0～15時間未満 15時間以上30時間未満 30時間以上45時間未満

45時間以上60時間未満 60時間以上80時間未満 80時間以上100時間未満

100時間以上

60.0% 21.5% 9.5%
2.4%

0.3%

6.3%2023年度調査

（N=590）

４５時間以上：9.0%
→ 時間外労働上限規制適用対象

※回答数は技術者・技能者を直接雇用している
企業数



２．改正建設業法等に関して
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・建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いため、担い手の確保が困難。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和5年）

（ 参 考 １ ） 建 設 業 の 賃 金 と 労 働 時 間

建 設 業 ※ 4 3 2 万 円 / 年 2 , 0 1 8 時 間 / 年
全 産 業 5 0 8 万 円 / 年 1 , 9 5 6 時 間 / 年

（ 参 考 ２ ） 建 設 業 就 業 者 数 と 全 産 業 に 占 め る 割 合 (  ) 内

[ H 9 ] 6 8 5 万 人 （ 1 0 . 4 ％ ） ⇒  [ R 5 ]  4 8 3 万 人 （ 7 . 2 ％ ）

背景・必要性

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省算出

処遇改善
労務費への
しわ寄せ防止
働き方改革・
生産性向上

労働時間の適正化
現場管理の効率化

担い手の確保

持続可能な建設業へ

資材高騰分の転嫁

賃金の引上げ

・建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけるよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、
処遇改善、働き方改革、生産性向上に取り組む必要。

（ ＋ 3 . 1 % ）（ ▲ 1 5 . 0 % ）

※賃金は「生産労働者」の値
出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和５年度）

概要

○労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化
国は、取組状況を調査･公表、中央建設業審議会へ報告

○「労務費に関する基準」の勧告
・中央建設業審議会が「労務費に関する基準」を作成･勧告

○適正な労務費等の確保と行き渡り
 ・著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止
    国土交通大臣等は、違反発注者に勧告･公表 （違反建設業者には、現行規定により指導監督）

○原価割れ契約の禁止を受注者にも導入

○契約前のルール
・資材高騰など請負額に影響を及ぼす事象（リスク）の情報は、受注者から注文者に提供するよう義務化
・資材が高騰した際の請負代金等の「変更方法」を契約書記載事項として明確化

○契約後のルール
・資材高騰が顕在化した場合に、受注者が「変更方法」に従って契約変更協議を申し出たときは、注文者は、誠実に協議に応じる努力義務※

※公共工事発注者は、誠実に協議に応ずる義務

２．資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

○長時間労働の抑制
 ・工期ダンピング対策を強化（著しく短い工期による契約締結を受注者にも禁止）
○ICTを活用した生産性の向上

・現場技術者に係る専任義務を合理化（例．遠隔通信の活用）

・国が現場管理の「指針」を作成（例．元下間でデータ共有）

特定建設業者※や公共工事受注者に効率的な現場管理を努力義務化 ※ 多くの下請業者を使う建設業者

・公共工事発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化（ICTの活用で施工体制を確認できれば提出を省略可）

技術者が、カメラ映像を確認し、現場へ指示

令和６年法律第４９号
令和６年６月14日公布

黄色部分：令和７年12月12日施行
それ以外：令和６年施行済

１．労働者の処遇改善

建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の
一部を改正する法律（概要）

令和６年施行により中建審に作成権限が付与
→令和７年12月２日に作成され、実施が勧告
された

３．働き方改革と生産性向上

9



建設業法改正事項（処遇改善）

（１）建設業者の責務、取組状況の調査

（２）労務費（賃金原資）の確保と行き渡り

（３）不当に低い請負代金の禁止

○ 労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

○ 総価での原価割れ契約を受注者にも禁止
（現行） 注文者は、地位を利用して、原価割れ契約をしてはならない。

○ 中央建設業審議会が「労務費に関する基準」を作成･勧告

○ 著しく低い労務費等※による見積り提出（受注者）や見積り変更依頼
（注文者）を禁止 ※ 施工に通常必要な労務費等を著しく下回るもの

違反して契約した発注者には、国土交通大臣等が勧告･公表
（違反して契約した建設業者(注文者･受注者とも)には、現規定により、指導･監督）

国は、建設業者の取組状況を調査･公表、
中央建設業審議会に報告

（処遇改善の施策）

Ｐ

D
C

A

PDCA

【国】
取組状況を調査･公表

【国】
中央建設業審議会への報告

（施策の見直し）

【建設業者】
処遇確保に努力

注
文
者

受
注
者

見積り変更依頼

見積り提出

著しく低い労務費
は禁止
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建設業法改正事項（請負代金・工期等の変更協議の円滑化）

契約前のルール
○ 資材高騰等に伴う請負代金等の「変更方

法」を契約書の法定記載事項として明確化
※改正前から、不可抗力に伴う工期変更は契約書の法定記載事項

とされている

○ 受注者は、資材高騰、資材の入手困難等

の「おそれ情報」を注文者に通知する義務

なし

あり

契約変更条項

41
％

59
％

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による
働き方改革の推進に関する調査」（令和４年度）

契約後のルール
資材高騰等が顕在化したとき

○ 契約前の通知をした受注者は、注文者に請負代金・
工期等の変更を協議できる。

受注者注文者

「変更方法」に従って
請負代金・工期の

変更の協議

誠実な協議に努力

期待される効果

請負代金・工期等の変更協議が円滑化、労務費へのしわ寄せ防止、働き方改革

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※

※ 公共発注者は､協議に応ずる義務

「資材高騰・資材の入手

困難のおそれあり」

注文者

契約書（イメージ）
第○条 請負代金の変更方法
・ 材料価格に著しい変動を生じたときは、

受注者は、請負代金額の変更を請求できる。

・ 変更額は、協議して定める。協議に当

たっては、工事に係る価格等の変動の内容

その他の事情等を考慮する。

受注者

※おそれ情報が通知されていなかった場合 ：おそれ情報が通知されていなかったことのみをもって注文者が契約変更協議
を拒む理由にはならず、誠実に変更協議に応じることが求められることを法令遵守ガイドラインにおいて示している。
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建設業法の改正事項 （働き方改革・生産性向上関係 令和６年１２月施行）

（２）生産性向上（１）働き方改革
① 工期ダンピング※対策を強化

② 工期変更の協議円滑化

○ 受注者は、資材の入手困難等の「おそれ情報」
を注文者に通知する義務

（注）不可抗力に伴う工期変更は、契約書の法定記載事項（現行）

○ 上記通知をした受注者は、注文者に工期の
変更を協議できる。

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※

※ 公共発注者は、協議に応ずる義務

① 現場技術者の専任義務の合理化

② ICTを活用した現場管理の効率化

○ 国が現場管理の「指針」を作成

○ 公共発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化
（ICT活用で確認できれば提出は不要に）

特定建設業者
※
や公共工事受注者に対し、

効率的な現場管理を努力義務化
※多くの下請け業者を使う建設業者

4,000万

4,500万

1億

（従前）

専任不要

専任

（請負額）

（R7.2 引上げ済）

（条件を満たす場合）

兼任可

営業所専任技術者の

兼任不可

（注）請負額の基準額は、建築一式工事にあっては２倍の額

（改正後）

専任不要

営業所専任技術者の
兼任可

専任

【主な条件】

・兼任する現場間移動が容易

・ICTを活用し遠隔からの
現場確認が可能

・兼任する現場数は一定以下

＜例＞遠隔施工管理

設計図
・

現場写真発注者

（請負額）

元請業者

下請業者

＜例＞ 元下間のデータ共有

※ 通常必要な工期よりも著しく短い工期による契約

中央建設業審議会が「工期の基準」を作成･勧告

○ 新たに受注者にも禁止
（現行）注文者は､工期ダンピングを禁止

(参考) 工期不足の場合の対応

１位 休日出勤 59％
２位 作業員の増員 58％
３位 早出や残業 40％

違反した建設業者には、指導･監督

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」（令和５年度）

契
約
前

契
約
後

12



３．生産性向上に関して
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原則専任

専任不要

請負金額

改正後

法改正事項：現場技術者（主任技術者・監理技術者）の専任の合理化（専任工事現場の兼任）

専任不要

現行

原則専任

情報通信機器の
活用等による

兼任制度の新設※２

4500万円
（9000万円）※１

1億円（2億円）

（ ）は建築一式工事

【兼任の要件】（全てに適用する必要）

①請負金額（政令）

１億円（建築一式工事の場合は ２億円）未満

②兼任現場数（政令）

２工事現場以下

③工事現場間の距離（省令）

１日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内

④下請次数（省令）

３次まで

⑤連絡員の配置（省令）

監理技術者等との連絡その他必要な措置を講

ずるための者を配置
（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類

に関する実務経験を１年以上有する者）

⑥施工体制を確認する情報通信技術の措置（省令）

⑦人員の配置を示す計画書の作成、保存等（省令）

（補足）計画書の参考様式を国土交通省ＨＰに掲載

⑧現場状況の確認のための情報通信機器の設置（省令）

○建設工事に置くことが求められている主任技術者又は監理技術者について、請負金額が一定金額
以上の場合には、工事現場毎に専任で置くこととされている。（建設業法第２６条第３項）

○今般、生産性向上に資するため、情報通信機器を活用する等の一定の要件に合致する工事に関
して、兼任を可能とする制度を新設。（建設業法第２６条第３項第１号、第４項）

※1： 近年の建設工事費の高騰に伴い、金額を引上げ済（施行日：令和７年２月１日）
※2： 主任技術者・監理技術者に適用可能

補足： 上図中「原則専任」について、「監理技術者を補佐する者」（注）を工事毎に専任で置く場合には、
同一の監理技術者が２現場まで兼任可能（主任技術者は適用不可）。この制度は改正後も
引き続き活用可能。

令和６年12月13日施行

注：「主任技術者の要件を有し、かつ、１級技士補の者」又は「監理技術者の要件を有する者」（一部業種は後者のみ、
詳細は監理技術者制度運用マニュアル参照）

国会付帯決議を踏まえ、今後
施行状況の調査を予定 14



法改正事項：現場技術者（主任技術者・監理技術者）の専任の合理化（営業所技術者等の専任現場兼務）

営業所

技術者

営業所技術者

主任技術者

・営業所に専任で置か
れる技術者は、営業所
における請負契約の締
結・履行の業務を管理

（第７条、第15条）

改
正
後

○営業所毎に専任で置くことが求められている者（営業所技術者等）に関して、
今般、生産性向上に資するため、情報通信機器を活用する等の一定の要件に合致する専任工事に
ついて、営業所技術者等が当該工事の主任技術者等の職務を兼務できる改正を実施（建設業法第２６条の５）

専任工事

営業所

特定営業所技術者

監理技術者
or

主任技術者

専任工事

営業所

兼務可

兼務可

＜特定建設業の場合＞

＜一般建設業の場合＞

注： 営業所技術者等が専任現場の職務を
兼務する場合に、建設業法２６条第３項
ただし書（現場技術者の兼務）を併用す
ることは不可

令和６年12月13日施行

15

【兼務の要件】（全てに適用する必要）

①工事契約（法律）

当該営業所において締結された工事であること

②請負金額（政令）

１億円（建築一式工事の場合は ２億円）未満

③兼任現場数（政令）

１工事現場

④営業所と工事現場の距離（省令）

１日で巡回可能かつ移動時間が概ね２時間以内

⑤下請次数（省令）

３次まで

⑥連絡員の配置（省令）

監理技術者等との連絡その他必要な措置を講

ずるための者の配置
（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類

に関する実務経験を１年以上有する者）

⑦施工体制を確認できる情報通信技術の措置（省令）

⑧人員の配置を示す計画書の作成、保存等（省令）

【補足】計画書の参考様式を国土交通省ＨＰにて掲載

⑨現場状況を確認するための情報通信機器の設置
（省令）



情報通信技術を活用した建設工事の適正な施工を確保するための基本的な指針（ICT指針）

【建設現場へのICT導入にあたり、建設業者が留意すべきポイントと事例】
＜留意点(例)＞

工種・工程・要求精度に見合った最適な機器の選定
ICT活用による技術者の兼任制度活用とのシナジー
下請業者等との連携・協働
技術者や技能者の技能向上

ウェアラブルカメラ

3Dレーザースキャナー

背景・課題
「地域の守り手」である建設業においては、担い手確保が喫緊の課題
建設業の持続可能な発展のため、現場管理の効率化・生産性向上に
資する建設業のICT化が不可避
建設分野におけるICT活用に向けた技術開発が進展しつつある
一方、建設業のICT化は不十分な現状

ICT施工の取組状況

37%

（一社）全国建設業協会調べ（R6d）

①ＩＣＴ活用による現場管理を努力義務化（特定建設業者・公共工事受注者）
②ＩＣＴ活用による現場管理の下請に対する指導を努力義務化（元請）
③ＩＣＴを活用した現場管理の指針作成（国） ④公共工事でのＩＣＴ活用に向けての助言・指導等（公共工事発注者）

第三次・担い手３法
赤字 事業者の取組

青字 国・発注者の取組

ICT指針の概要
○ 建設業者によるICTを活用した生産性向上策への積極的取組み、ICTを活用した施工管理を担う人材育成が待ったなしの課題
○ 特定建設業者はもちろん、その他の建設業者についても、経営規模等に応じたICT化への取組みが不可欠
○ 建設業のICT化の実現には、建設業者だけでなく、発注者・工事監理者・設計者等の理解が不可欠
○ 建設業者間での共同での新技術の開発・研究の促進による、さらなる技術開発推進が必要
○ 工事現場においてICTを活用しやすくなるよう、発注者も通信環境の整備について協力
○ i-Construction2.0の推進も含めた建設業全体のICT化を推進し、省力化による生産性向上・建設業の魅力向上を実現

【バックオフィスに関するICT活用のために取り組むべきこと】
• 元請・下請間の書類等のやり取りの合理化
• CCUS、建退共電子申請方式の積極的活用
• 電子契約等の積極的活用
※国・自治体は、公共工事におけるASPの
積極的活用、書類の簡素化が必要

〈
主
な
ポ
イ
ン
ト
〉

国交省調査（ R6d ）

1.7%

15.3%

83.0%

電子契約の導入割合

取り組んでいる

全て電子契約

一部電子契約

全て書面契約

0 20 40 60

労働時間管理の徹底

書類授受の省力化

ITツールの活用

処遇の改善

ICT建機の導入

建設会社（元請・下請）が実施している

長時間労働是正のための取組（上位5位）

(%)

(N=1276)

(N=1496)
(N=9136)

63%

国交省調べ（R5d）
国交省調べ（R6）

取り組んでいない

16（※）情報通信技術を活用した建設工事の適正な施工を確保するための基本的な指針（ICT指針）に関する事例集
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/content/001851357.pdf

ICT事例集(※)⇒



第１ 本指針の基本的考え方
１ 背景
２ 本指針の適用範囲
⇒特定建設業者・公共工事受注者のみならず、発注者・工事監理者

・設計者等工事に携わる全ての関係者の理解が不可欠

３ 本指針の目的と目指すべき方向性
⇒建設業界全体のICT活用に係る取組状況の底上げ、技術革新を踏まえた
知見のアップデート、共同研究・開発、セキュリティ対策徹底 等

４ 建設現場におけるICT活用に向けたアプローチ
第２ 工事施工の管理（バックオフィス）に関するICT活用に関する措置

１ 工事施工の管理に関する法令等による規定
２ 工事施工管理の効率化に向けて取り組むことが望ましい事項
（１）施工管理システムの積極的な活用
⇒元請・下請間の書類やり取りの合理化 等

（２）CCUSの活用促進
⇒CCUSへの登録、就業履歴蓄積等の一層の推進 等

（３）建設業退職金共済制度における電子申請方式の積極的活用
⇒電子申請方式の活用による確実な掛金納付・退職金支給、事務軽減 等

（４）電子入札・電子契約の積極的活用等
⇒発注者側や元請業者の理解増進CI-NETの活用 等

（５）公共工事における取組の推進
⇒工事関係書類の様式統一、簡素化・電子化、ASP活用 等

第３ 工事施工（建設現場）におけるICT活用に関する措置
１ ICT活用において留意すべき観点
①工事工程全体を俯瞰したICT導入効果の最大化
②工事成果物に求められる精度を勘案した適切なICTの選択
③下請業者や建設業者間における連携・協働によるICT活用の推進
④ICT活用に係る技術者及び技能者の技能の向上
⑤データ連携による総合力の発揮

２ ICT導入の具体例
①ドローン
②トータルステーション
③３Dスキャナ
④BIM/CIM
⑤ウェブカメラ・ウェアラブルカメラ
⑥電子小黒板
⑦建設用ロボット等

ICT指針の構成

【ICT指針事例集（抜粋）】

ピッ！

◆橋梁下部工事、工期：約１４ヶ月 全体約360cm

ドローン
3Dスキャナ

BIMモデルの活用

17



【R7.6.13公表】建設業における省力化投資促進プランについて

18

○生産性向上の必要性が高い12業種について、官民での取組目標と具体策を定めた「省力化投資促進プラン」を令和7年6月公表。
○建設業のプランも同日に公表しており、令和7年2月開催の車座では、本プランを踏まえ、各団体で具体的な目標・期限を定めた計画

を策定し、業種・職種に応じた効果的な取組を推進することについて建設業４団体と国土交通大臣において申し合わせを行っている。

プランの概要

【目標】 建設業における2029年度の実質労働生産性目標は2024年度比で９%増

KPI１. 2029年度までに建設業における年間実労働時間を全産業平均並み

KPI２. 説明会における省力化投資支援施策の周知を年間10件(2029年度50件)

本プランにおける目標・KPI

サポート体制図

R7.2.14車座様子 ICT活用例

【実態把握の深掘り】

・他産業と比較し低水準にある労働生産性の向上が課題

・ICT活用状況はバラつきがあり、特に中小規模の建設業者のICT活

用を推進していく必要

【多面的な促進策】

・補助金等の周知やICT活用の優良事例の横展開を実施

・R6年6月建設業法等改正により、各種規制・制度の見直しを実施

・ICT活用の広報強化や、R6年度補正予算を活用した支援を実施

【サポート体制の整備・周知広報】

政府：関係機関と連携し、ICT活用の積極的促進のための施策展開

自治体：建設業者のICT活用の理解増進・スキル向上を図る

関係団体：政府・自治体の施策を活用した積極的なICT活用

ドローン ウェアラブルカメラ



建設業におけるICT導入・活用促進のための支援措置について（R8.6.11時点）

中小企業省力化投資補助金の概要
補助率補助上限額（大幅な賃上げを行う場合の上限額）従業員数補助対象

1/2以下500万円（750万円）従業員数5名以下補助対象としてカタログに登録さ
れた製品等
（補助対象者は中小企業等）

750万円（1,000万円）従業員数6〜20名

1,000万円（1,500万円）従業員数21名以上

カテゴリ登録
（国交省＋業界等対応）

製品登録・販売店登録
（製品メーカー等対応）

交付申請
（販売店・建設業者対応）

【補助金交付の流れ】

○ 建設業の持続可能性を確保するためには、建設業者がその経営規模に応じ、ICTを活用した生産性向上策への積極的取組みを
行うことが待ったなしの課題

○ 特に中小建設業者によるICT化に有効な製品を、「中小企業省力化投資補助金(中企庁所管) 」の補助対象（カタログ）に追加

交付

(出所)中小企業省力化投資補助金HPより作成

19

製品カテゴリ登録済

マシンコントロー
ル・マシンガイダン
ス機能付ショベル

チルトローテータ
付ショベル

RFIDによる一
括読み取り
システム

3Dプリンタ
（AM）

ウォータジェット
はつりロボット

交付申請可能な製品

測量機
（自動視準・自動追尾

機能付高機能
トータルステーション）

地上型3Dレー
ザースキャナー

GNSS
測量機

清掃ロボット

シンダーコンク
リート解体機バランサ装置

鉄筋自動曲
装置

産業用小ロッ
ト印刷対応デ
ジタル印刷機

鉄筋組
立作業
ロボット

パワーアシ
ストスーツ

トラック積載容量
計測システム

無人フォーク
リフト（AGF）

ICT締固め管
理機能付き
道路機械

バッテリー
式階段運
搬台車

映像解析AI
による交通誘
導システム

物流用
ドローン

鉄筋溶接継
手専用超音
波探傷器

設備点検用
小型ドローン



事業内容

「地域の守り手」となる地方の中堅・中小建設業従事者の、施工管理におけるICT技術への習熟を深め、ICT技術も活用した迅速
かつ効率的な応急復旧を強力に実現できる体制を構築する

「地域の守り手」である建設業が、将来にわたりその役割を果たし続けるためには、処遇改善・働き方改革・
生産性向上が不可欠であるほか、激甚化・頻発化する各種災害に適切に対応できる能力・体制を構築・
強化していくことが必要。

建設業の生産性向上を支えるICT技術の開発が進展しつつあるなか、厳しい作業環境となることが多い
被災地の応急復旧においてもICT機器を積極的に活用することにより、現地作業の安全性を高めるとと
もに、迅速かつ円滑に対応するための環境整備を図ることが必要。

背景・課題

災害対応時における地域建設業の課題に関する実態調査（R6.8国土交通省）
※グラフは災害対応の要請元ごとの建設業者からの回答数

○被災地の迅速な応急復旧に資する防災訓練等を行うに際し、応急復旧活動
におけるICT機器の活用を想定した訓練等を行う場合に、当該訓練等に要す
る費用の一部を助成

ICT機器を活用した
迅速な応急復旧を

可能とする体制の構築

交代制で応急復旧に
入る複数事業者間で
現場状況を円滑に共
有可能に
２次災害のリスクがあ
る被災現場で安全性
の高い施工が可能に

災害時は、現地状況の把握
や安全確保が難しい

事業スキーム

＜対象とするICT機器（例）＞
ウェアラブルカメラ

ドローン

ウェブカメラ 四足歩行ロボット

〇事業形態：間接補助事業（補助率１/２以内）
〇補助事業者：災害対策基本法第２条に基づき指定された指

定公共機関である建設業団体
〇補助対象経費：建設業団体が実施する防災訓練に際しての

ICT機器の導入および発災時以外の建設現場におけるICT
機器の活用に要する経費

〇事業期間：令和７年度～

国土交通省

補助事業者

間接補助事業者
（各都道府県の建設業団体等）

交付申請

1/2補助申請

建設市場整備推進事業費補助金 令和７年度補正予算額： 300百万円
（令和６年度補正予算額：250百万円）

① ICT機器の選定・購入

応急復旧活動を想定し
たICT機器について、間
接補助事業者にて選定
・購入

購入した機器については
、訓練の実施期間以外
の期間では、平時の工
事においても活用可能

② 防災訓練の実施

応急復旧に係る防災
訓練において、会員企
業等の作業員参加の
もと、ICT機器も活用
した実地訓練を実施

会員企業等を対象に
、被災地において活用
が望ましいICT機器に
ついて研修実施 20

※R7補事業について募集締切済



建設市場整備推進事業費補助金（令和６年度補正予算）の交付決定概要

○ 地域の守り手となる建設業のICT活用を促進する「建設市場整備推進事業費補助金」（R6補正予算）について、
ICT機器の導入及び防災訓練の実施を行う 全61事業者 に対し、予算額計 約250百万円 を交付決定。

○ ドローンやICT建機等を活用した防災訓練を通じてICT技術の習熟を図り、現場の安全性・生産性向上を目指す。

国土交通省（R6補正 約250百万円）

執行団体：（一社）全国建設業協会
※災害対策基本法第２条の指定公共機関
※防災業務計画にICT機器活用を位置づけ

間接補助事業者：
地域の建設業団体、中小建設事業者等

交付申請

建設市場整備推進事業費補助金とは
安全な応急復旧活動に資するICT機器導入と防災訓練の費用の一部を助成
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudo
usan_kensetsugyo_const_tk1_000001_00039.html

● 執行団体と採択事業者

１４者各都道府県建設業協会
（支部団体を含む）

４７者建設業者
６１者合計

1/2 補助申請

● 主な導入機器と訓練概要

＜件数＞＜主な導入機器＞
３１件ドローン
１３件ICT建機・3Dマシンガイダンスシステム等

９件レーザースキャナー
５件ウェアラブルカメラ
４件スターリンク（次世代衛星通信サービス）

※申請の例であり、件数は交付決定数の合計と一致しない。

＜活用される防災訓練＞
地方整備局や地方公共団体、各都道府県建設業協会等が主催する防災訓練
（被災状況調査、道路啓開、情報伝達、応急復旧等）
※実施期間：令和７年６月（交付決定）～令和８年２月
＜訓練における活用例＞

豪雨による崩壊斜面をドローンで状況確認し、UAV測量を実施
ICT建機（マシンガイダンス）を活用した崩壊土砂の掘削・撤去
通信途絶地域でのスターリンク活用、災害対策本部との情報伝達 等
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○ICT機器を活用した防災訓練における機器の操作やデータ作成等により、幅広い世代の現場の技能者及び技術者への導入と習熟の広がりを目指す。
実施概要

株式会社小林組（新潟県阿賀野市）導入事業者

ICT建機（0.45㎥BHマシンガイダンス）、ドローン、3Dスキャナー機器、ローテーティングレーザー、自動追尾トータルステーションほか導入機器

21,172,600円（10,586,000円）補助対象経費（交付決定額）

令和７年度北陸地方整備局防災訓練（令和７年９月１日、北陸地方整備局管内）活用した防災訓練

本防災訓練は大規模な地震発生、それに伴う津波発生を想定し、発災後の初動対応手順の確認、ＤＸを活用した情報収集・伝達・共有体
制の確認及び関係機関との連携の確認を行い、 災害発生時に迅速かつ的確な災害対応の遂行に資することを目的とする。
発災後の道路段差解消・土砂崩落除去のための応急対応で、現地状況の早急な把握のためドローン及びレーザースキャナーで地形の計測、

0.45m3マシンガイダンスにより崩壊斜面の崩落土砂除去等を行った。

訓練と機器活用の概要

導入効果

導入効果導入機器

2次災害防止のため、丁張設置や手元作業員の配置で時間と
人が必要導入前

ICT建機
丁張不要、手元作業員不要で災害箇所へ3名程度人員の削
減、2割程度の工程短縮、安全性の確保を図ることができた導入後

測量機器を設置できない箇所、災害被災箇所などへ測量する
際は測量機器を設置できる箇所までの通路の確保が必要導入前

ドローン、3Dスキャ
ナー機器 道路啓開前でもUAVでの点群データ作成により大幅な日数軽

減、効率的に測量ができ、点群撮影も2日かかるものが30分
で可能になった

導入後

道路啓開、土砂崩れの整地等において細かく設計高の丁張設
置が必要導入前ローテーティングレー

ザー（レーザーレベ
ル） 重機に受光器を付けることにより、2次災害の防止、丁張不要で

3名程度省力化し、3割程度工程短縮し安全に施工ができた導入後

災害箇所での測量は危険箇所も多々あるが、2人で行っていた導入前
自動追尾トータル
ステーション 1人で測量、出来形計測も可能なため、品質の向上と1名削減

し省力化に繋がった導入後

（ICT建機による崩落斜面の土砂撤
去）

（マシンガイダンスによる操作状況）

今後も定期的に防災訓練するとともに、各現場でも日ごろからICT機器を使
用し、生産性向上と省力化により担い手不足を補うことで、いつ来るかわか
らない災害に常に対応できるように心がけたい。

建設市場整備推進事業費補助金による機器の導入効果事例①

（ドローンによる計測） （ドローンの計測状況） 22



○会員企業の従業員の高齢化、若年層の不足により、業務効率化、生産性向上は喫緊の課題となっているほか、頻発化・激甚化する自然災害への対応のため、
協会でもICT機器を導入し、防災訓練を通じて会員企業に利用方法を周知することで、災害対応の迅速化を図る。

実施概要
塩谷建設業協同組合（栃木県矢板市）導入事業者

ドローン、ウェアラブルカメラほか導入機器

986,750円（493,000円）補助対象経費（交付決定額）

令和7年9月18日 栃木県合同水防及び地震情報伝達訓練（令和７年９月18日、栃木県矢板市、宇都宮市、さくら市、塩谷町ほか）活用した防災訓練

本防災訓練は、局所的豪雨による河川氾濫情報発令に伴い、河川状況の調査、堤防浸食等の被害調査、橋梁点検を、ICT機器等を使用し
て関係機関で情報共有を行い、災害発生時に迅速かつ的確な災害対応のための情報収集、情報共有に資することを目的とする。
①ドローンを用いた、管理用道路が狭い河川での被災状況調査結果及び橋梁点検における目視確認が困難な箇所の確認結果、②人手不足

解消のためのウェアラブルカメラを用いた被災箇所の情報について、③ノートＰＣを使い迅速に情報共有を行った。

訓練と機器活用の概要

導入効果

導入効果導入機器

車両が通行できない箇所には徒歩で調査を実施していた。
高架橋点検では足場やはしご設置が必要であり、多くの手間が
かかっていた。

導入前

ドローン 車両通行できない箇所や危険個所では、ドローンにより撮影し
た状況を本部で共有できた。
橋梁点検時には足場やはしごの設置が不要になり、５人の人
員削減ができた。

導入後

被災箇所の情報をリアルタイムに共有できず、帰社後、データ整
理や紙の出力をする必要があった。導入前

ウェアラブルカメラ 被災箇所の情報をリアルタイムで道路（河川）管理者と共有
することができ、管理者の移動時間が削減され、迅速に対応判
断及び災害対応ができるようになった。現地調査員4人削減でき
た。

導入後

（ドローンによる空撮）

（災害対策本部とのリアルタイム情報共有）

毎年実施している情報伝達訓練において、ドローンやウェアラブルカメラ、
ノートＰＣを導入したことにより、従来のシナリオ型訓練から、実践型訓練を取
り入れることが可能となり、対応人員の削減を図りながら、災害時に有効な訓練
を実施することができた。
訓練を通じて、生産性向上、省力化が実感できたため、平時の受注工事におい

ても積極的に活用したい。

（ウェアラブルカメラによる点検・情報共有）

建設市場整備推進事業費補助金による機器の導入効果事例②
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○群馬県建設業協会では従来から、災害情報共有システム「ぐんケン見張るくん」を運用し、災害発生時にいち早く駆けつけた会員企業が現場状況の写真や動
画をアップロードすることで、行政機関を含め情報を共有してきた。ところが、災害が頻発化する中、携帯電話の電波が届かない伝播不感地域で災害が発生した
際の対応が課題であった。衛星通信スターリンクを導入することで、課題を解消し、円滑な情報共有、迅速な災害対応を目指す。
実施概要

群馬県建設業協会導入事業者

スターリンクほか導入機器

2,230,760円（1,115,000円）補助対象経費（交付決定額）

令和7年11月14日 群馬県建設業協会我妻支部、令和７年11月20日 群馬県建設業協会富岡支部活用した防災訓練

本防災訓練は、台風の接近に伴い県内全域で大雨洪水警報が発令され、災害発生のおそれがある地域でパトロールを実施することを想定。携
帯電話の通信不感地域においても災害対応のための現場状況の情報収集、情報共有に資することを目的とする。
①電波不感地域である山間部においてスターリンクを用いた通信環境の構築、③ノートＰＣを使った迅速な情報共有を行った。

訓練と機器活用の概要

導入効果

導入効果導入機器

従来、電波不感地域では、システムを使った状況報告、共有の
のために、10km程度移動する必要があった。導入前

スターリンク 電波不感地域においても、スターリンクを活用することで、災害
現場の状況を即時に共有できた。
効果を実感した企業では、通信不感地域にある建設企業にお
いて、スターリンクの導入が積極的に議論されるようになり、今
後の建設現場における安全管理や遠隔臨場の素地ができた。

導入後

（スターリンクの組立て）

（災害対策本部とのリアルタイム情報共有）

今回の災害情報共有訓練において、スターリンクを導入したことにより、伝播
不感地域でも通信できることが確認できた。
訓練を通じ、設置手順や操作手順をできたため、会社でも共有し平時工事等に

おいても活用したい。

（スターリンクの設置）

（スターリンクを用いた電波不感地域の状況報
告）

建設市場整備推進事業費補助金による機器の導入効果事例③
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４．今後の建設業政策のあり方
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今後の建設業政策のあり方に関する勉強会【2027建設業政策の原点】

○ 将来的な担い手減少、激甚化・頻発化する災害、AI・デジタル技術の進化、スタートアップの隆盛等、建設業は

様々な課題や変化に直面している。

○ 建設工事の本質を踏まえつつ、直面する課題や変化を乗り越え、さらに発展していくために、今日的な「技術」と

「経営」に優れた建設企業とはどのような企業か、建設業を支える人的資源をいかに確保・配置・マネジメントし

ていくべきか等、我が国の建設業の新たな経営戦略について多様な視点を交え検討することが必要。

○ このため、それぞれ異なる視点で建設業と関わる有識者からなる勉強会を設置し、社会経済・国民生活において

重要な意義を有する建設業たりうるかという観点から、今後の建設業政策の方向性について検討を実施。

趣 旨

開催概要

・第１回（令和７年６月２６日）
建設業をとりまく現状等、多角的な視点から捉える建設業

・第２回（令和７年９月２日）
我が国の建設業の特性や課題、多角的な視点から捉える建設業の現

状、これからの建設業に求められる企業のあり方①

・第３回（令和７年１０月６日）
我が国の建設業の特性や課題、これからの建設業に求められる企業

のあり方②

・第４回（令和７年１１月５日）
建設業における人的資源のあり方①

・第５回（令和７年１２月２４日）
建設業における人的資源のあり方②

・第６回（令和８年２月１８日）
建設業以外の産業からのヒアリング、勉強会とりまとめ（案）について

・第７回（令和８年３月１７日）
勉強会とりまとめ（案）について

委員等構成

（一財）不動産適正取引推進機構理事長青木 由行

弁護士・東洋大学名誉教授大森 文彦

（株）日経BP日経アーキテクチュア編集長木村 駿

社会保険労務士法人アスミル・（株）アスミル代表櫻井 好美

東京大学大学院工学系研究科教授堀田 昌英

（株）山下PMC代表取締役社長丸山 優子

（株）日本政策投資銀行都市開発部長和田 雅彦

✱ このほか、各テーマに見識のある実務家を臨時委員として都
度委嘱し、必要に応じてテーマに則したヒアリングを実施。
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（１）産業構造

視点Ⅰ 「信頼」の確保

建設業界で働く人材はもとより、発注者をはじめとするサプライ
チェーンにおける取引の相手方、将来の担い手である学生等と
その保護者、教育機関等の関係者、ひいては地域社会を含め、幅
広く国民・社会に「信頼」される産業であることが重要

今後の建設業政策のあり方に関する勉強会 とりまとめ（令和８年４月３日公表）

１．はじめに

（２）契約慣行 （３）働き方

生産年齢人口の減少が、日本全体の総人口の減少を上回るペースで急速に進むことが確実である中、建設業は、災害の激甚化・頻発化、資機
材価格等の高騰、ＡＩ・デジタル技術の発展、スタートアップの興隆などの環境変化に的確に対応していく必要
「建設業が産業として重大な岐路に立っている」という認識を全ての関係者が共有し、持続的な発展に向けた思い切った取組が求められる

特
性
と
課
題

２．建設業の特性と残された課題 

・請負契約におけるコスト等の不透明性
⇒関係者間での対等な立場でのコミュニ

ケーションや労務費の行き渡りを阻害

・口頭契約の慣行が根強い
⇒施工時におけるトラブルの要因、

適切な契約変更の支障

「第三次担い手３法」施行を経て、なお建設業に残された構造的課題について整理

・業務量の繁閑差の存在
⇒経営の安定性を損なうおそれ

・重層下請構造
⇒品質管理の低下、中間マージンの発生

・中小、零細企業が圧倒的に多い業界構造
⇒DX投資の遅れ、人材育成が困難

・日給制の慣行や不十分な退職金制度
⇒建設業の魅力を損ない入職をためらう要因

・天候や現場条件等の影響を受ける勤務環境
⇒女性の登用や週休２日工事の拡大等を阻害

・働き方に関する建設業特有の規制等の存在
⇒柔軟な人材配置を制約

３．建設業の目指すべき方向性

（１）取組に当たっての基本的な視点

視点Ⅱ 生産システムの「高度化・効率化」

建設工事の施工に関する取組（施工自動化等）のみならず、個社の企
業経営（人材確保・育成、DX投資、多様な働き方の導入等）や、業界
の構造・慣習についても、不断の見直しに取り組み、生産システム全
体の高度化・効率化を進めることが重要

① 「人を大事にする」産業
⇒労働市場から信頼され、評価され、選ばれる産業へ

② 真に「経営力」のある産業
⇒取引先等ステークホルダーから信頼される産業へ

③ 「未来に続く」産業
⇒成長産業として発展を続ける建設業へ

（２）目指すべき産業の姿
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• 成長産業として、あらゆる人材が将来に希望を見出せる建設業の実現に向け、関係者が一体となり、今後の建設業のある
べき姿や具体的な建設業政策について検討を行う場を立ち上げるべき

① 「人を大事にする」産業

○更なる処遇改善

• 労務費の確保・行き渡りの徹底
• 月給制への転換
• 建設業退職金共済制度の充実（複数掛金
制度導入、電子ポイントの活用促進等）

• CCUSの活用の徹底
○働き方等の見直し

・変形労働時間制度等の徹底的な活用

・より柔軟な働き方や労働力の融通について
関係者間での検討の加速

○人材育成の取組強化

• 業界全体で人材育成をサポートする体制整備

• ＡＩ時代も見据えたリスキリング等の充実

○技術者制度について「現場単位での最適化」
等の観点からの見直し

〇外国人材の適正な受入れ、地域との共生

②：真に「経営力」のある産業

○地域建設業の経営力等の強化
• 経営力強化に資する情報の経営者への発信
• 各社の経営力向上の取組に対する業界
団体のサポート強化

• 第三次担い手３法の徹底。公共事業予算の
安定確保。民間資金を含む柔軟な資金調達

○規模のメリット（企業統合、ホールディング
ス化等）

• 企業統合等に支障となる制度等の見直し
• 事業承継へのサポート強化（関係機関と
連携したマッチング支援等）

○民間工事も含めた業界全体での生産性向上
• AI・デジタル技術の積極活用、技術開発・
投資の促進

• 書類事務の簡素・効率化、システム連携等

〇海外への事業展開に取り組む中小事業者等
への支援

【企業評価について】

○経営事項審査などのあり方の検討

③：「未来に続く」産業

○重層下請構造の改善

• 産業政策として取り得る選択肢の検討
○業界慣行の不断の見直し

○女性や若者等への情報発信・イメージ改善

• DX等により働きやすくなった建設業の
実態や魅力、やりがいなどの発信を強化

○災害時・物価上昇時等におけるコストプラス
フィー契約の導入の検討

○公共発注のあり方の検討

○民間工事に関する発受注者間のコミュニ
ケーションの充実

４．おわりに

（３）必要な政策の方向性 ※主要なものを抜粋

・新たに評価すべき項目の検討 （例：成長性、処遇改善の取組、経営に関して必要な能力）

・評価制度の活用方策の検討 （例：民間発注工事における活用、専門工事企業の評価のあり方）
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○ 「建設産業政策 2017+10～若い人たちに明日の建設産業を語ろう～」のとりまとめから間もなく10年を迎える。

○ とりまとめ以降、新・担い手３法（令和元年）、第三次･担い手３法（令和６年）の施行などにより、担い手確保の取組を着
実に実施。

○ 一方、繁閑差や重層下請構造など従前からの課題は引き続き存在。また、災害の激甚化・頻発化、ＡＩなどデジタル技術
の発展、スタートアップの興隆など建設業を取り巻く環境は変化。さらに、建築費高騰等を背景としたプロジェクトの停
滞といった新たな事象も発生。

○ 女性や若者をはじめ多様な人材が明るい希望を託せ、人材や企業が成長を「実感」できるとともに、我が国の国際競争
力や地域の社会経済を支える建設業の確立に向け、持続可能な成長産業としての建設業のあり方とその実現に向け
た施策について関係者で検討。

令和８年４月27日中央建設業審議会資料より抜粋

持続的な成長産業としての建設業の実現に向けた検討の場の設置について

29

趣 旨

検討会議のアウトプットとして新たなビジョンをとりまとめ

○ 「建設産業政策 2017+10～若い人たちに明日の建設産業を語ろう～」の進捗検証

○ 「成長産業」としての建設産業のあり方

例：労働市場から信頼・評価され、選ばれる「人を大事にする」産業

高い生産性と労働分配率を両立させ、取引先や地域社会などから信頼される真に「経営力」のある産業

女性や若者を含むあらゆる人材が将来を託せる「未来に続く」産業

○ その実現に向けて実施すべき施策の方向性

例：建設業関連制度の見直し、業界慣行の改善 など

主な議題
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議論の進め方

○ 検討会議の下に、建設業関連制度の詳細について専門的な検討を行うＷＧを設置

○ 検討会議・ＷＧそれぞれ並行して議論を行いつつ、ＷＧにおける検討結果を検討会議に報告の上、全体をとりまとめ

＜検討会議・ＷＧの役割＞

検討会議 ： 建設産業のあり方、制度の課題や見直しの大きな方向性、業界としての取組などについて議論

ＷＧ ： 具体的な課題の洗い出しなど制度の詳細について議論し、検討会議に報告

委員候補

有識者及び建設業関係団体

スケジュール（予定）



中小企業省力化投資補助金のご案内

1



「省力化投資補助金」とは

2



カタログ注文型 3



一般型 4



「省力化投資補助金」とは

中小企業省力化投資補助金

中小企業等の人手不足解消に効果のある「省力化製品」※
を導入するための補助金

※予め事務局に登録されているIoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品

POINT

カタログ注文型

5



カタログ注文型 6



カタログ注文型 7



カタログ注文型 8



製品カテゴリ

非製造業のみ
を対象とした製品カテゴリ

非製造業・製造業
を対象とした製品カテゴリ

製造業のみ
を対象とした製品カテゴリ

（主に加工・生産・検査）

9



製品カテゴリの概要

製品カテゴリには現在 181カテゴリ・2,516製品の登録 があります

(2026年6月11日現在)
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２．非製造業・製造業
を対象とした製品カテゴリ

11



地上型3Dレーザー
スキャナー

GNSS測量機（RTK）

2-7．測量機器
12

測量機
（自動視準・自動追尾機能付き
高機能トータルステーション）



マシンコントロール・
マシンガイダンス機能付ショベル

チルトローテータ付ショベル

2-8．高機能建設機械
13

ウォータージェットはつりロボット ICT締固め管理機能付き道路機械



14

物流用ドローン

無人フォークリフト（ＡＧＦ）

2-2．物流システム機器



15

バランサ装置

2-5．荷移動・運搬サポート

バッテリー式階段運搬台車



シンダーコンクリート解体機

2-9．解体機
16



建設現場作業ロボット
（鉄筋組立作業ロボット）

2-10．建設現場作業

鉄筋自動曲装置

17

鉄筋溶接継手専用
超音波探傷器



2-12．労働負担軽減デバイス

パワーアシストスーツ

18



2-13．伝票処理・検品支援システム
19

RFIDによる一括読み取りシステム



2-15．設備点検機器
20

設備点検用小型ドローン



2-3．印刷機械、紙加工関連機械

産業用小ロット印刷対応デジタル印刷機
（フラットベッドタイプ/ロールタイプ）
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3-8．精密測定・品質管理機器
22

トラック積載容量計測システム 3Dプリンタ（AM）

3-10．AM（Additive
Manufacturing：付加製造）機器



1-1．清掃・配膳ロボット、バックヤード業務サポート

清掃ロボット

配膳ロボット

飲料補充ロボ
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カタログ注文型 24



活用事例集 25



活用事例集 26



活用事例集 27



活用事例集 28



活用事例集 29



活用事例集 30



活用事例集 31



活用事例集 32



活用事例集 33



活用事例集 34



カタログ注文型 35



カタログ注文型 36

５名以下：500万円←200万円
６～20名：750万円←500万円



カタログ注文型 37



カタログ注文型 38



さらに「中小企業省力化投資補助金」を活用する

39



一般型 40



一般型 41



一般型 42



一般型 43



一般型 44



一般型 45



一般型 46



一般型 47



一般型 48



一般型 49



一般型 50



一般型 51



一般型 52



ご清聴ありがとうございました
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